
 

 

 

 

 

 生ごみ堆肥化モデル事業の 

検証結果について 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年１１月 

協働推進部ごみ対策課 

  

 

 



 

 

－目     次－ 

１ 生ごみ堆肥化モデル事業の背景 ······························································ １ 

２ 生ごみ堆肥化モデル事業の概要 ······························································ ２ 

(１)生ごみの収集について ········································································ ２ 

(２)生ごみ堆肥化の方法············································································ ３ 

３ 生ごみ堆肥化モデル事業の実績について ·················································· ４ 

(１)生ごみ堆肥化モデル事業における生ごみの収集状況について ····················· ４ 

(２)完成した生ごみ堆肥について ······························································· ５ 

(３)平成２６年度～平成２９年度生ごみ堆肥化モデル事業経費について ············ ６ 

４ 生ごみ堆肥化モデル事業の検証について ·················································· ７ 

(１)生ごみの堆肥化モデル事業によるごみ減量・資源化の効果について ···················· ７ 

(２)アンケート調査結果について ······························································· ９ 

(３)生ごみ堆肥化モデル事業における収集方法について ································· 13 

(４)経費比較について ··············································································· 15 

５ まとめ ································································································ 18 

(１) 生ごみ堆肥化モデル事業の減量、資源化効果について ····························· 18 

(２) 生ごみ堆肥化モデル事業の課題について ··············································· 18 

(３)生ごみ堆肥化モデル事業の検証から考える今後の方向性 ··························· 19 

－資     料－ 

 資料１ 生ごみ堆肥化モデル事業アンケート用紙 



1 

 

１ 生ごみ堆肥化モデル事業の背景 

 本市では、中間処理場である小平・村山・大和衛生組合の施設老朽化や、日の出町にある

二ツ塚最終処分場の延命化等の課題に取り組むため、市民や事業者の理解と協力のもと、「武

蔵村山市一般廃棄物処理基本計画(ごみゼロを目指したまちづくり基本計画)(改訂版)」の基

本理念である「循環型社会形成の推進」を図り、ごみの減量、資源化に取り組んできた。 

 また、平成３０年１月に策定した「武蔵村山市一般廃棄物処理基本計画(平成３０年度～

平成３９年度)」においても、基本理念を「市民、事業者及び市が協働して４R で目指す循

環型社会形成の推進」とし、引き続きごみの減量、資源化を推進することとしている。 

 平成２８年度に実施したごみ組成分析調査では、燃やせるごみの約４割を生ごみが占めて

いるとの結果が出ており、ごみの減量、資源化を推進する上で、生ごみの減量、資源化が大

きな課題となっている。生ごみの減量、資源化を進めることは、「循環型社会形成の推進」

に欠かせないものとなっており、本市では、生ごみ処理機器購入補助制度やごみ情報誌「Let’

s Recycle！むさしむらやま」の発行等により生ごみの減量の施策及び啓発を行ってきた。 

これらの施策・啓発に加え、平成２１年１０月から平成２２年９月まで、家庭内から排出

される生ごみを回収し、堆肥化を行う「生ごみ堆肥化モデル事業」を実施した。そのモデル

事業の検証を踏まえ、平成２６年１０月から、新たに残堀、学園地区をモデル地区として、

生ごみ堆肥化モデル事業を開始し、平成２８年７月から、中原、神明地区をモデル地区に追

加し、約２００世帯で事業を実施している。 

 

・生ごみ堆肥化モデル事業の経緯 

年   月 内     容 

平成１８年 ９月 武蔵村山市廃棄物減量等推進審議会からの提言により、

「武蔵村山市ごみ資源化等市民懇談会」を立ち上げ、生ご

み資源化についての検討を開始。 

平成２１年１０月 武蔵村山市ごみ資源化等市民懇談会の検討結果を受け、

移動式簡易型堆肥化システムによる生ごみ堆肥化モデル事

業を開始。 

平成２２年 ９月 移動式簡易型堆肥化システムによる生ごみ堆肥化モデル事

業を終了。このモデル事業の検証から、堆肥の余剰、収集運

搬経費、継続的な処理システムの選定等の課題があった。 

平成２６年１０月 前回モデル事業検証の検証結果を受け、残堀、学園をモ

デル地区とし、ＨＤＭシステムによる生ごみ堆肥化モデル

事業を開始。(約１００世帯) 

平成２８年 ７月 中原・神明地区をモデル地区に追加し、それぞれ約５０

世帯を対象に拡大した。(約２００世帯) 
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２ 生ごみ堆肥化モデル事業の概要 

生ごみ堆肥化モデル事業は、燃やせるごみとして排出している生ごみを分別収集し、堆肥

化することにより、生ごみの減量、資源化を推進していくことを目的に実施する事業である。 

 平成２６年１０月から開始した本事業では、開始当初は、残堀、学園地区の方々に協力い

ただき、さらに、平成２８年７月からは、中原、神明地区を加え、モデル対象世帯を１００

世帯から約２００世帯に拡大し、事業を実施している。 

事業の実施方法については、参加世帯ごとに生ごみを分別していただき、市が配布した抗

菌バケツで１週間に１度、自宅前等に排出したものを戸別回収している。 

なお、収集した生ごみは、市内堆肥化施設に運び、堆肥化している。 

 

（１)生ごみの収集について 

              平成３０年 4 月１日現在 

項 目 内  容 

収集地区 残堀・学園・中原・神明 

参加世帯数・人数 １９６世帯・５８８名  

排出方法 密閉型抗菌バケツに生ごみを入れ、排出する。 

(生ごみをバケツに入れる際は、バケツの中にビニール袋を

内袋とし、その中に生ごみを入れて、出しても良い。) 

排出場所 現在利用しているごみ集積所又は戸別収集 

収集回数 週１回(残堀・中原：毎週金曜日、学園・神明：毎週木曜日) 

※年末年始を除く。 

 

・生ごみ収集の様子 
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(２)生ごみ堆肥化の方法 

微生物を利用した、生ごみ減容・堆肥化システムであるＨＤＭシステム※により実施して

いる。 

※ ＨＤＭシステム…放線菌、糸状菌、油分解菌などの微生物が含まれる「菌床」に生ごみ

を投入し、よく混合することで効率よく生ごみの発酵分解が進み、生

ごみを大幅に減容した上で堆肥化する方式。 

 

生ごみ堆肥化の様子 

１ 菌床の写真            ４ 投入した生ごみを攪拌 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 収集した生ごみの写真             ５ 堆肥の完成 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 菌床に生ごみを投入         

 

 

 

 

 

 

 

  

９割以上の生ごみが気化蒸発し、 

残ったものが堆肥となる。 
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３ 生ごみ堆肥化モデル事業の実績について 

 

(１)生ごみ堆肥化モデル事業における生ごみの収集状況について 

①平成２６年度～平成２９年度収集実績             単位：ｔ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②平成２９年度収集実績詳細                  

 一日当たり 一月当たり 一年当たり 

１世帯当たりの生ごみ収集量 ２４４．６ｇ ７．４ｋｇ ８９．３ｋｇ 

１人当たりの生ごみ収集量 ８１．５ｇ ２．５ｋｇ ２９．８ｋｇ 

※ 平成３０年 4 月１日現在の参加世帯・人口数で試算 

※ 小数点以下第２位を四捨五入し、整数にしている。 

  

年 月 収集量(ｋｇ) 世帯数(世帯) 人数(人数) 備 考 

平成２６年度 ４，９００ １００ ３１０ １０月：収集開始 

平成２７年度 １０，１７０ １０８ ３３３  

平成２８年度 １４，６９０ １９１ ５８０ ７月：約１００世帯追加 

平成２９年度 １７，５００ １９６ ５８８ 平成３０年３月末実績 

4.9 

10.2 
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(２)完成した生ごみ堆肥について 

①生ごみ堆肥の成分分析結果について 

   平成２９年５月１６日にモデル事業の生ごみ堆肥を東京都家畜保健衛生所肥飼料検査

センターに成分分析を依頼し、その結果が平成２９年５月２５日に通知された。 

成分分析の結果、参加者の協力により、生ごみ堆肥化モデル事業の生ごみ堆肥は肥料と

して、良好な数値結果となった。 

 

②堆肥配布実績について 

 完成した堆肥を「パワー堆肥むらやま」と命名し、生ごみ堆肥化モデル事業参加者へ配

布するとともに、村山デエダラまつりと同時開催の環境フェスタの会場で来場者に配布し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 度 堆 肥 生 産 量 

平成２７年度 約１５０ｋｇ 

平成２８年度 約３６０ｋｇ 

平成２９年度 約７８０ｋｇ 

 

  

堆肥生産量実績 

環境フェスタ「パワー堆肥むらやま」配布の様子 「パワー堆肥むらやま」 
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③パワー堆肥むらやまの成分分析結果について 

                  東京都家畜保健衛生所 肥飼料検査センター 

分析項目 単位 分析値 分析法 備考 

水分 

 

窒素 

 

りん酸 

 

炭素窒素比 

 

加里 

 

石灰 

 

苦土 

 

銅 

 

亜鉛 

 

ヒ素 

 

カドミウム 

 

水銀 

 

水素イオン濃度指数 

 

電気伝導率 

(％) 

 

(％) 

 

(％) 

 

 

 

(％) 

 

(％) 

 

(％) 

 

(㎎/kg) 

 

(㎎/kg) 

 

(㎎/kg) 

 

(㎎/kg) 

 

(㎎/kg) 

 

 

 

(mS/cm) 

23.5 

 

2.67 

 

2.21 

 

9.6 

 

2.53 

 

14.15 

 

0.52 

 

38.71 

 

14.27 

 

ND 

 

ND 

 

ND 

 

8.97 

 

2.55 

加熱減量法 

 

硫酸法 

 

バナドモリブデン

酸アンモニウム法 

燃焼法 

 

原子吸光測光法 

 

原子吸光測光法 

 

原子吸光測光法 

 

原子吸光測光法 

 

原子吸光測光法 

 

原子吸光測光法 

 

原子吸光測光法 

 

加熱気化法 

 

ガラス電極法 

 

電気伝導率計法 

現物当たり 

 

乾物当たり 

 

乾物当たり 

 

 

 

乾物当たり 

 

乾物当たり 

 

乾物当たり 

 

乾物当たり 

 

乾物当たり 

 

乾物当たり 

 

乾物当たり 

 

乾物当たり 

 

現物試料１に対

して蒸留水１０

として測定 

 

(３)平成２６年度～平成２９年度生ごみ堆肥化モデル事業経費について 

①年度別実績 

項 目 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 

収集運搬経費 (円) 756,000  2,502,900  5,506,380  5,452,920  

堆肥化処理経費(円) 2,106,000  3,102,360  3,560,832  3,413,952  

合 計(円) 2,862,000  5,605,260  9,067,212  8,866,872  

※平成２６年度は１０月から実施。 

※平成２８年７月より中原・神明地区をモデル地区に追加。 

※堆肥化処理経費の中には、収集用バケツ代等の消耗品費も含む。 
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４．生ごみ堆肥化モデル事業の検証について 

本事業は実施計画事業であり、平成３０年度までのモデル事業となっているため、本事業

の事業効果を検証するものである。 

 

(１)生ごみ堆肥化モデル事業によるごみ減量・資源化の効果について 

 ①全世帯で実施した場合の生ごみ収集量予測 

平成２９年度に収集した生ごみの量は、１７．５ｔとなっており、一ヶ月当たりに換算

すると１，４５８ｋｇ、また、これを一人当たりに換算すると２．５ｋｇの収集量となる。 

この数値を基に試算すると、生ごみ堆肥化モデル事業を全世帯で実施した場合に予測さ

れる１年間の生ごみ収集量は、２，１５８ｔとなる見込みである。 

 

生ごみ堆肥化モデル事業を全世帯で実施した場合の生ごみ収集量予測 

条件 

○生ごみの収集実績は、平成２９年度の生ごみ堆肥化モデル事業の収集実績とする。 

○参加人数及び市内人口については、平成３０年４月１日現在とする。 

○小数点以下第１位を四捨五入し、整数にしている。②については小数点以下第２位を四捨

五入し、整数にしている。 

 

試算 

○一ヶ月当たりの生ごみ収集量・・・① 

計算式：平成２９年度の生ごみ収集量÷実施月×１，０００ 

１７．５ｔ÷１２ヶ月×１，０００≒１，４５８ｋｇ 

 

○一人一ヶ月当たりの生ごみ収集量・・・② 

 計算式：①÷参加人数 

１，４５８ｋｇ÷５８８人≒２．５ｋｇ 

 

○全世帯での一年当たり生ごみ収集量・・・③ 

 計算式：平成２９年度の生ごみ収集量÷参加人数×市内人口 

１７．５ｔ÷５８８人×７２，５１０人≒２，１５８ｔ 

 

○全世帯での一年当たりの生ごみ収集増加量・・・④ 

 計算式：③－平成２９年度の生ごみ収集量 

 ２，１５８ｔ－１７．５ｔ≒２，１４１ｔ 
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 ②全世帯で実施した場合のごみ減量・資源化効果 

生ごみ堆肥化モデル事業を全世帯で実施した場合の効果は、可燃ごみが２，１４１ｔ減

となる一方、資源化量が２，１４１ｔ増となり、資源化率が４４．５％まで向上する。 

 

平成２９年度実績による試算 

条件 

○平成２９年度の実績を用いることとする。 

総 排 出 量 ２０，２４６ｔ 

資 源 化 量  ６，８６０ｔ 

収集可燃ごみ １１，８５７ｔ 

資 源 化 率   ３３．９％ 

○収集された生ごみは、堆肥になるまでに、約９７％の減容化効果がある。 

 そのため、堆肥生産量は、収集した生ごみに減容率(１－０．９７)を乗じた数値とする。 

○小数点以下第１位を四捨五入し、整数にしている。資源化率については、小数点以下第２

位を四捨五入し、整数にしている。 

 

試算 

７ページの「生ごみ堆肥化モデル事業を全世帯で実施した場合の生ごみ収集量予測」③、

④で算出した全世帯での一年当たりの生ごみ収集量２，１５８ｔ及び増加量２，１４１ｔを

用いて計算すると．．． 

 

○堆肥生産量 

 計算式：全世帯での一年当たり生ごみ収集量×減容率 

２，１５８ｔ×(１－０．９７)≒６５ｔ 

 

○収集可燃ごみ  

計算式：平成２９年度実績の収集可燃ごみ－生ごみ収集増加量 

１１，８５７ｔ－２，１４１ｔ＝９，７１６ｔ 

 

○資源化量    

計算式：生ごみ収集増加量＋平成２９年度実績の資源化量 

２，１４１ｔ＋６，８６０ｔ＝９，００１ｔ 

 

○資源化率    

計算式：資源化量÷総排出量×１００ 

９，００１ｔ÷２０，２４６ｔ×１００≒４４．５％ 
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(２) アンケート調査結果について 

  平成２９年１２月に生ごみ堆肥化モデル事業参加者１９７世帯を対象にアンケート調査

を実施した。発送した１９７件のうち、１４２件を回収し、回収率は、７２．１％である。 

 

①参加世帯の世帯人数とバケツの大きさについて 

参加者世帯の８７％が、４人以下の世帯であり、５人以上の世帯は１３％となっている。 

また、バケツの大きさについて、「ちょうど良い」及び「大きい」の回答が９０％を占め

ている。 

４人以下の世帯であれば、現在のバケツの大きさでちょうど良く、５人以上の世帯については、

小さいと感じると思われる。人数の多い世帯がより生ごみ堆肥化モデル事業に協力しやすいようバ

ケツを２つ配布する等の対応が必要である。 

 

ア．世帯構成人数               イ．バケツの大きさ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②生ごみの収集回数について 

現状の「週１回で良い」と回答した方が、７０％を

占めているが、「週２回が良い」又は「その他」と回

答した方は合わせて３０％おり、理由をみると「臭い」

と「バケツの大きさ」が主な理由である。 

臭い対策の周知や世帯構成にあった大きさのバケ

ツを用意、一定数以上の世帯にはバケツを２つ配布等

の対策を実施することで、回収頻度は現状のままで対

応できる。 

 

 

 

 

 

ちょう

ど良い 

87% 

小さい 

10% 

大きい 

3% 

1人 

4% 

2人 

45% 

3人 

20% 

4人 

18% 

5人 

8% 

6人 

4% 

7人以上 

1% 

週１回

で良い 

70% 

週２回が

良い 

22% 

その他 

8% 

無回答 

0% 
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③生ごみの臭いについて 

生ごみの臭いについて、「いつも気になる」または「時々気になる」と答えた方は、

４４％を占めており、「ほとんど気にならない」または「全く気にならない」と答えた

方が５５％を占めている。 

また、対策をとっていると答えた方は、３７％となっている。対策をとっている方

の対策やその他臭い対策について参加者が臭い対策を共有できるよう周知していく必

要がある。 

 

ア．生ごみの臭いについて           イ．生ごみの臭い対策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④生ごみの分別について 

「簡単」・「普通」と答えた方の合計が７９％を占

めており、「少し面倒」・「非常に面倒」と答えた方の

合計は２１％である。「少し面倒」・「非常に面倒」と

回答した方は、臭いを気にされて家の外にバケツを

置いたり、水切りや分別を面倒に感じている方が多

い。 

臭い対策や水切りを簡単に行う方法等について対

策を図る必要がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

普通 

42% 

簡単 

37% 

少し面倒 

20% 

非常に

面倒 

1% 

時々気に

なる 

35% 

ほとんど

気になら

ない 

32% 

全く気に 

ならない 

23% 

いつも気

になる 

9% 

無回答 

1% 

対策はとっ

ていない 

63% 

対策をとっ

ている 

37% 
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⑤家庭から出る生ごみのうち、生ごみ堆肥化モデル事業のバケツに投入している割合について 

家庭から出る生ごみのうち、生ごみ堆肥化モデル

事業のバケツに投入している割合について、「全て」

が３７％、「５割～９割」が４２％、「１割～４割」

が２０％である。 

「５割～９割」と「１割～４割」と回答した方の

理由には、臭いを考慮し、水気の多いものや腐りや

すいものは入れていない傾向にある。また、バケツ

に入りきらないことも理由に挙げられている。世帯

人数にあったバケツの配布を検討し、臭いが気にな

らないような臭い対策や生ごみの出し方の周知をし

ていく必要がある。 

 

 

⑥生ごみ堆肥化モデル事業のバケツに投入する生ごみの種類について 

生ごみ堆肥化モデル事業のバケツに投入する生ご

みの種類について、「野菜くず」が４７％を占めてお

り、「食べ残し」が３３％、「賞味期限・消費期限切

れ」が１４％、「その他」が６％となっている。 

なお、アンケート調査結果では、食品ロス(「食べ

残し」と「賞味期限・消費期限切れ」)が４７％を占

めている。食品ロス削減のため、食品ロスに対する

考え方や減量方法等の周知を行う必要がある。 

 

 

⑦配布した堆肥の活用方法について 

配布した堆肥の活用方法について、「ガーデニン

グ・家庭菜園に使用した」が４８％、「その他」が４

６％、「使用しないため、家に残っている」が３％、

「自分では使用しないため、親族や友人にあげた」

が３％となっている。 

生ごみ堆肥化モデル事業開始時から、堆肥が完成

した際には、参加者へ配布しているが、使用してい

ない方がいるため、配布堆肥の要否を参加者へ確認

することが必要である。 

 

 

 

ガーデニン

グ・ 

家庭菜園に 

使用した 

48% 

その他 

46% 

使用しないた

め、家に残っ

ている 

3% 

自分では使用し

ないため、親族

や友人等にあげ

た 

3% 

全て 

37% 

５割～９割 

42% 

１割～４割 

20% 

無回答 

1% 

野菜くず 

47% 

食べ残し 

33% 

賞味期

限・消費

期限切れ 

14% 

その他 

6% 
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⑧生ごみ堆肥化モデル事業の満足度とその理由について 

生ごみ堆肥化モデル事業の満足度について、「満足」

と「どちらかといえば満足」を合わせて８９％となって

いる。全体的に満足度は高いが、週に２回回収してもら

えれば、全て生ごみ堆肥化モデル事業に出せる等の意見

があった。 

一方で、「不満」と「どちらかといえば不満」が合

わせて６％となっている。理由としては、手間がか

かることや面倒であることが挙げられている。 

なお、生ごみ堆肥化モデル事業に参加したことにより、

「ごみに対する意識が高揚した」「可燃ごみの減量を感

じてた」等の意見もあった。 

 

⑨収集効率向上のため、集積所等に生ごみバケツを排出することについて 

収集効率向上のため、集積所等に生ごみバケツを

排出することについて、「収集効率が悪くても個別収

集が良い」が５２％を占めており、次いで「収集効

率が向上するのであれば、集積所等へ排出でも良い」

が２７％、「既に集積所へ出している」が７％、「ど

ちらでも良い」が７％となっている。 

生ごみバケツを集積所等に排出してもらうと、収集

効率は向上することが予想されるが、収集後のバケツ

の管理等を考えると、参加者にとっては負担になる。 

収集効率の向上は、生ごみ堆肥化モデル事業の課

題の一つとなっているため、参加者の利便性を考慮

しつつ、収集効率を向上するための収集方式や排出

場所を検討することが必要である。 

 

⑩今後の生ごみ堆肥化モデル事業の継続意思について 

今後の生ごみ堆肥化モデル事業の継続意思につい

て、「継続したい」と「どちらかといえば継続したい」

が合わせて８７％、「継続したくない」と「どちらか

といえば継続したくない」が８％となっている。 

このアンケート結果を見ると、「継続したい」と「ど

ちらかといえば継続したい」が合わせて８７％を占

めているため、収集方式や排出場所等収集効率の向

上を図り、収集コスト等の見直し等が必要である。 

満足 

48% どちらかと 

いえば満足 

41% 

どちらかと

いえば不満 

5% 

不満 

1% 

どちらとも

言えない 

1% 

無回答 

4% 

収集効率が悪

くて 

も戸別収集が

良い 

52% 

収集効率が向上す 

るのであれば、集 

   積所等へ排出で 

も良い 

27% 

既に集積所

に出してい

る 

7% 

どちらでも良

い 

7% 

その他 

４% 

無回答 

3% 

継続したい 

62% 

どちらかとい 

えば継続した

い 

25% 

どちらかと

いえば継続

したくない 

6% 

継続したく

ない 

2% 

その他 

3% 

無回答 

2% 
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(３)生ごみ堆肥化モデル事業における収集方法について 

  生ごみ堆肥化モデル事業における収集方法は、モデル地区内の参加者の皆様に御協力を

いただき、分別した生ごみを抗菌バケツに入れ、現在利用しているごみ集積所又は戸別で

の収集を選択して週１回排出してもらっている。 

 

 ①モデル地区方式について 

モデル地区方式の収集を行うことにより、市内全域でモデル事業を実施するよりも、収

集時間の短縮、収集運搬経費の低減が図れている。モデル地区という限られた範囲の中で、

参加世帯数が極端に少ないという状況にはないため、効率的な収集が行えている。 

  

 ②収集方法について 

  収集方法については、収集効率を考慮すれば、距離が近い世帯で同一の集積所に排出す

る方法が一番望ましいが、バケツの管理等参加者の負担になることが想定される。参加者

のことを考慮すれば、戸別収集を選択できる方が望ましい。 

しかし、集積所に排出することと比較し、収集時間やその他の手間がかかることで、収

集運搬経費が高くなることは避けられない。 

 

 ③抗菌バケツによる排出について 

現在の抗菌バケツでの排出の他に、袋に生ごみを入れて排出してもらう方法が考えられ

るが、現在活用している生ごみ堆肥化施設には、破袋機がないため、対応が困難である。 

  また、抗菌バケツでの排出は、悪臭やカラス被害等の対策になり、参加者が生ごみを排

出する際の負担軽減につながるため適当である。 

 

 ④収集頻度について 

   アンケートの結果から、週１回で良いとの回答が７０%であり、週２回にした場合、

収集運搬費が増加してしまうため、週１回の収集が望ましい。 

   また、夏場の生ごみは、腐敗が早く、悪臭も発生しやすいが、臭い対策の周知や世帯

構成にあった大きさのバケツを用意、世帯人数が一定数以上の世帯にはバケツを２つ配

布等の対策を実施することで、週１回の収集で対応できる。 

 

 ⑤排出場所について 

   ごみ集積所又は戸別を選択できるようにしているが、小平市のモデル事業では、３世

帯以上の参加者が集まって一つのごみ集積所を決め、そこで収集している。 

   また、立川市のモデル事業では、モデル地区を大山団地のみとして、団地のごみ集積

所に、生ごみ専用回収ボックスを設置し、複数世帯の参加者が、１つの回収ボックスを

利用している。 

   小平市の方式では、本市の収集方法と比べ、収集効率の向上は見込める。ただし、複

数世帯が集まって収集する方法は、参加するに当たり、収集場所の確保や管理等、参加
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者への負担が大きくなる。 

また、立川市のように集合住宅をモデル地区と設定することで、収集効率の向上が見

込める。ただし、生ごみ専用回収ボックスの設置スペースを確保することが課題となる。 

 

・小平市生ごみ堆肥化事業の生ごみの排出 ・立川市生ごみ堆肥化事業の生ごみの排出 
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(４)経費比較について 

 ①生ごみ堆肥化モデル事業経費年度別比較 

各年度の経費は下記のとおりである。 

なお、平成２６年度については、残堀・学園地区の２地区、約１００世帯で１０月か
ら開始し、平成２８年度からは、新たに中原・神明地区を追加し、計４地区、約２００
世帯で実施した。 

経費については、各年度、条件に相違があるため、単純に比較することは困難である
が、ほぼ同条件である平成２８年度と平成２９年度を比較すると変動はなく、１㎏当た
り経費合計を比較すると、収集量実績に左右されていることが分かる。 

 

条件 

  ○堆肥化処理経費の中には、収集用バケツ代等の消耗品費も含む。 

項 目 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 H２９年度 

参 加 世 帯 数(世帯)    100    108    191    196 

生ごみ収集量 (kg)   4,900   9,300   14,690   17,500 

収集運搬経費 (円)  756,000 2,502,900 5,506,380 5,452,920 

堆肥化処理経費(円)  2,106,000 3,102,360 3,560,832 3,413,952 

経 費 合 計(円)  2,862,000 5,605,260 9,067,212 8,866,872 

１世帯当たり 

生ごみ収集量(kg) 
  49.0   86.1   76.9    89.3 

１世帯当たり 

収集運搬経費(円) 
 7,560.0 23,175.0 28,829.2 27,821.0 

１世帯当たり 

堆肥化処理経費(円) 
21,060.0 28,725.6 18,643.1 17,418.1 

１世帯当たり 

経費合計(円) 
28,620.0 51,900.6 47,472.3 45,239.1 

１㎏当たり 

収集運搬経費(円) 
 154.3  269.1  374.8  311.6 

１㎏当たり 

堆肥化処理経費(円) 
 429.8  333.6  242.4  195.1 

１㎏当たり 

経費合計(円) 
 584.1  602.7  617.2  506.7 
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②一般収集ごみ処理経費との比較 

  平成２９年度決算額における収集運搬経費及びごみ処理経費から、一般収集ごみ１㎏当

たりの経費を算出すると、収集運搬経費が２１．９円、ごみ処理経費が３０．０円、合計

で１ｋｇ当たりの経費が５１．９円となる。 

  この経費と①で試算した平成２９年度の生ごみ堆肥化モデル事業１ｋｇ当たりの経費

を比較すると、約１０倍の経費を要していることが分かる。 

 

 平成２９年度実績及び決算額による試算 

条件 

○平成２９年度のごみ処理実績を用いることとする。 

収集ごみ量 １７，３１９ｔ(生ごみを除く) 

持込ごみ量  ２，３４４ｔ 

○平成２９年度の決算額を用いることとする。 

収集運搬経費       ３８０，１１１，２９２円 

小平・村山・大和衛生組合 ３８２，１９６，０００円 

東京たま広域資源循環組合 ２０８，０６９，０００円 

○小数点以下第２位を四捨五入し、整数にしている。 

 

試算 

○１ｋｇ当たりの収集運搬経費の算出 

 収集運搬経費を収集ごみ量で除し、１ｔ当たり及び１ｋｇ当たりの収集運搬経費を算出す

る。 

 

 計算式：１ｔ当たりの収集運搬経費＝収集運搬経費÷収集ごみ量 

 

３８０，１１１，２９２円÷１７，３１９ｔ≒２１，９４７．６円/ｔ 

 

計算式：１ｋｇ当たりの収集運搬経費＝１ｔ当たりの収集運搬経費÷１，０００ 

 

２１，９４７．６円/ｔ÷１，０００≒２１．９円/ｋｇ 
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○１ｋｇ当たりのごみ処理経費の算出 

小平・村山・大和衛生組合と東京たま広域資源循環組合負担金を合算し、小平・村山・大

和衛生組合搬入量で除し、１ｔ当たり及び１ｋｇ当たりのごみ処理経費を算出する。 

 

計算式：１ｔ当たりのごみ処理経費＝ 

(小平・村山・大和衛生組合負担金＋東京たま広域資源循環組合負担金) 

÷小平・村山・大和衛生組合搬入量(収集ごみ量＋持込ごみ量) 

  

(３８２，１９６，０００円＋２０８，０６９，０００円) 

÷(１７，３１９ｔ＋２，３４４ｔ)≒３０，０１９．１円/ｔ 

 

計算式：１ｋｇ当たりのごみ処理経費＝１ｔ当たりのごみ処理経費÷１，０００ 

 

３０，０１９．１円/ｔ÷１，０００≒３０．０円/ｋｇ 

 

○１ｋｇ当たりの一般収集ごみ処理経費の算出 

１ｋｇ当たりの収集運搬経費と１ｋｇ当たりのごみ処理経費を合算し、１ｋｇ当たりの一

般収集ごみ処理経費とする。 

 

計算式：１ｋｇ当たりの一般収集ごみ処理経費＝ 

１ｋｇ当たりの収集運搬経費＋１ｋｇ当たりのごみ処理経費 

 

３０．０円/ｋｇ＋２１．９円/ｋｇ＝５１．９円/ｋｇ 
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５ まとめ 

(１)生ごみ堆肥化モデル事業の減量・資源化効果について 

生ごみ堆肥化モデル事業によるごみの減量・資源化効果は、全世帯で実施した場合で

は、約２，１５８ｔ(約１８％)の燃やせるごみの減量効果があり、資源化率も４４．５％

まで向上する試算となった。 

このことから、生ごみの排出を抑制することで、ごみ減量に対する大きな成果を上げ

ることが見込まれ、本事業はごみの減量・資源化対策として、有効な施策といえる。 

 

(２)生ごみ堆肥化モデル事業の課題について 

①処理経費 

平成２９年度実績を用いて生ごみ堆肥化モデル事業に係る処理経費を試算した結果、

１ｋｇ当たり５０６．７円となっている。一方で、平成２９年度実績を用いて一般収集

で燃やせるごみとして処理した場合を試算すると、１ｋｇ当たり５１．９円となってい

る。燃やせるごみで処理する場合と比較すると、約１０倍近い差が生じてしまっている。 

  全市展開を検討する際は、収集区分・収集方式の変更を行い、通常の一般収集業務の

中で対応するよう検討し、収集運搬経費を抑えるようにする必要がある。 

 

②生ごみ堆肥化施設 

現在活用している生ごみ堆肥化施設の処理能力は日量２００㎏である。 

平成２９年度の一稼働当たり(１日の収集で約１００世帯)の収集量の平均は約１７ 

２㎏であるが、生ごみ堆肥化施設の処理能力を超過する収集量の日が度々ある状況であ

る。 

このため、現在の生ごみ堆肥化施設では、一稼働当たりの収集世帯数を増やすことは

困難であり、現在の木曜日及び金曜日の週２回の収集に加え、月曜日から金曜日まで週

５回の収集を実施しても、約５００世帯までが限界である。 

全市展開を検討する際は、現在活用している生ごみ堆肥化施設の処理能力拡大に向け

た設備投資、安定した処理ができる他の生ごみ堆肥化施設への搬入を検討する必要があ

る。あわせて、堆肥生産量も増加するため、堆肥の受け入れ先等を検討する必要がある。 

 

③家庭ごみの有料化 

平成３０年１月に策定した「武蔵村山市一般廃棄物処理基本計画」では、「平成３４

年度を目途に家庭ごみ有料化の導入を目指す」としている。 

本事業は、参加者の協力のもと、生ごみを分別して排出することで成り立っており、

家庭ごみ有料化を導入した際に、生ごみ堆肥化事業においても手数料を徴収することは、

分別の手間、手数料の徴収と二重の負担となるため、参加者の理解が得られない可能性

が高く、本事業を継続する場合は、無料での回収を継続する必要がある。 

一方、全市展開できない状況で生ごみの堆肥化事業を継続すると、参加者のみが生ご
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みを無料で排出できるため、有料でごみを排出する市民との負担の公平性が保てないも

のと考える。 

 

(３)生ごみ堆肥化モデル事業の検証から考える今後の方向性 

生ごみ堆肥化モデル事業は、平成２６年１０月に開始し、現在まで約２００世帯の市民

に協力いただき、生ごみの減量、資源化を推進してきた。 

平成２９年１２月に本事業の参加者に実施したアンケート調査結果（以下、「アンケー

ト調査結果」という。）から生ごみ堆肥化モデル事業について、生ごみの臭い対策等の課

題があるものの、継続したい等の前向きな意見が多数あり、順調に事業は進んできた。 

しかしながら、前述「(２)生ごみ堆肥化モデル事業の課題について」で示したとおり、

次の課題があることから、本事業は、平成３０年度をもって終了することとする。 

 

①堆肥化処理は、燃やせるごみで処理する際と比較し、約１０倍の経費がかかること。 

②全市展開すると、現在の生ごみ堆肥化施設では対応が困難であること。 

③家庭ごみ有料化の際、全市展開できなければ、市民の公平性が保てないこと。 

 

今回の検証結果から生ごみの排出を抑制することで、ごみ減量に対する大きな成果を上

げることが見込まれる。一方、上記①～③の課題があることも分かった。このことから、

この課題を解決するため、経費を抑制し、且つ市民の公平性を確保できる減量施策を検討

する必要がある。 

平成２８年度に実施した家庭ごみ組成分析調査結果から、燃えるごみの４７．１％が生

ごみであり、また、アンケート調査結果から、参加者が排出する生ごみの内、賞味・消費

期限切れによるものが１４％、食べ残しによるものが３３％、合わせて４７％が食品ロス

であることが分かった。 

このことから、食品ロスの削減は、ごみの減量・資源化施策を展開する上で、必要不可

欠であり、継続して取り組む必要がある。 

今後は食品ロス対策を推進するため、他自治体の取組を参考にするとともに、生ごみの

水切りの徹底、生ごみ処理機器の普及啓発及び経済性等に配慮した電気エネルギーを使用

せず地球にやさしい生ごみ処理の導入について調査・検討し、ごみの減量、資源化意識の

向上に努めていく。 

また、経費面等も考慮しつつ、より効率的・効果的なごみ減量方法をあらゆる角度から

検討していく。 

なお、本モデル事業に替わる生ごみ減量化施策として、市では平成 30 年 6 月から他自

治体で導入等している、生ごみを土に埋めて土中の微生物で生ごみを消滅させる、神奈川

県葉山町発祥の生ごみ処理容器「キエーロ」の実証実験を行っている。実証実験は順調に

進んでおり、家庭から排出される生ごみの減量に寄与することが期待される。 

 

 


